
がん検診の推奨のレベルについて
推 奨 表 現 対策型がん検診 任意型がん検診

A
利益（死亡率減少効果）が不利益を確実に上回ることから、対策
型検診・任意型検診の実施を勧める。

推奨する 推奨する

B
利益（死亡率減少効果）が不利益を上回るがその差は推奨Aに
比し小さい。
利益（死亡率減少効果）が不利益を上回ることから、対策型検
診・任意型検診の実施を勧める。

推奨する 推奨する

C

利益（死亡率減少効果）を示す証拠があるが、利益が不利益と
ほぼ同等か、その差は極めて小さいことから、対策型検診として
勧めない。
任意型検診として実施する場合には、安全性を確保し、不利益
に関する説明を十分に行う必要がある。その説明に基づく、個人
の判断による受診は妨げない。

推奨しない
個人の判断に基づく
受診は妨げない

D
利益（死亡率減少効果）のないことを示す科学的根拠があること
から、対策型検診・任意型検診の実施を勧めない。
不利益が利益（死亡率減少効果）を上回ることから、対策型検
診・任意型検診の実施を勧めない。

推奨しない 推奨しない

I

死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるため、利
益と不利益のバランスが判断できない。このため、対策型検診と
して実施することは勧められない。 任意型検診として実施する場
合には、効果が不明であることと不利益について十分説明する
必要がある。その説明に基づく、個人の判断による受診は妨げ
ない。

推奨しない
個人の判断に基づく
受診は妨げない

「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン作成手順」を基に作成

現在、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」 (平成20年３月31日付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知別添)におい
ては、AもしくはBに相当するがん検診の方法が推奨されており、C・D・Iに相当するがん検診の方法は推奨されていない。
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